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第１章 計画の策定方針 

 

 第１節 計画策定の背景                        

 

国立市の総合防災計画は、それまでの地域防災計画の内容を大きく見直し、平成 27（2015）年に

改訂を行った。これ以降、減災計画に掲げる事業の推進及び災害応急復旧計画の検証のため、各種

の訓練を実施してきた。 

平成 23（2011）年３月 11 日に東日本大震災が発生し、国立市内でも震度４を記録、帰宅困難者

への対応のため避難所の開設を行った。東日本大震災以降、平成 28（2016）年熊本地震をはじめと

する甚大な被害をもたらした震災を契機に市民の防災意識が高まる中、令和４（2022）年５月には

東京都が 10年ぶりに首都直下地震等による被害想定の見直しを行った。 

このような状況のなか、多様な視点に配慮した防災対策を推進するとともに、災害時における各

組織の役割を明確にすることで迅速な対応ができるよう活動体制を見直し、また、被害想定の変化

や法改正への対応を行うため、国立市総合防災計画を修正することとした。 

 

 

 第２節 計画の目的                          
 

この計画は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）（以下「災対法」という。）第 42条及び

国立市防災会議条例第２条の規定に基づき、国立市防災会議が作成する計画であって、市、都及び

関係機関並びに市民が連携してその有する全機能を発揮し、市の地域における減災対策、応急対策

及び復旧・復興対策を適切に実施することにより、市民の生命、身体及び財産を災害から保護する

ことを目的とする。 

 

 

 第３節 計画で扱う災害の範囲                     

 

この計画は、災対法に基づき、地震災害、風水害、大規模事故の対応について定めたものである。

また、この計画には、災対法に含まれない健康危機の対応についても記載している。 

①地震災害 

②風水害 

③大規模事故 

④健康危機 

 

 

 第４節 計画の構成                          
  

この計画は、災対法に基づく地域防災計画及び大規模事故対策をはじめ、健康危機対策について

時系列的に体系化し、「総則」、「減災計画」、「震災応急復旧計画」、「風水害応急復旧計画」、「大規模
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事故等応急対策」「健康危機等応急対策」、「災害復興計画」、「南海トラフ地震及び東海地震防災対

策」の８部構成となっている。 

 

 

 第５節 他の計画との関係                       

 

この計画のうち、地域防災計画である震災対策、風水害対策、大規模事故等対策は、災対法に基

づき、国立市の地域に係る災害から市民（来訪者を含む）の生命及び財産を守ることを目的に定め

られるものであり、国の防災基本計画、各指定行政機関等が作成する防災業務計画及び東京都地域

防災計画に整合するよう定める。また、健康危機等対策は、北多摩西部健康危機管理対策協議会が

作成した健康危機管理計画並びに都及び市の新型インフルエンザ等対策行動計画に整合するよう

に定める。 

 

 

 第６節 計画の修正                          

 

この計画は、災対法第 42 条に基づき、本市の都市構造の変化及び災害応急対策の効果等を考え

あわせ、毎年検討を加え、必要があると認めるときは、市防災会議において修正する。したがって、

市及び関係機関は関係のある事項について検討し、毎年市防災会議が指定する期日までに計画修正

案を市防災会議事務局（行政管理部防災安全課）に提出しなければならない。また、計画策定から

おおむね５年毎に、市防災会議において計画全体の見直しを実施する。さらに、市防災会議に対し、

総合防災計画に地区防災計画を定めるよう提案があったときは、その必要性を判断し、その必要が

あると認めるときは、総合防災計画に地区防災計画を定める。 

 

 

 第７節 計画の習熟                          

  

市及び関係機関は、平素から危機管理や地震防災に関する調査･研究に努めるとともに、所属職

員に対する災害時の役割などを踏まえた実践的な教育や訓練の実施等を通じて本計画の習熟に努

め、災害への対応能力を高めるものとする。 
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【参考】 

この計画は、市基本計画で定める 29 施策と SDGs の 17 の目標との関係性を踏まえ、特に下記項

目の達成を目指すものとする。 

 

    

 

 

目標６ 安全な水とトイレを世界中に 

ターゲット 6.2 2030年までに、全ての人々の、適切かつ平等な下水施設・衛生施設へのアクセ

スを達成し、野外での排せつをなくす。女性及び女児、並びに脆弱な立場にある人々のニーズに

特に注意を払う。 

 

災害時のトイレ、排せつは、食料や水の確保とともに、重要である。 

トイレに行く回数を減らすために水分摂取を控えることによって脱水症状やエコノミークラス

症候群のリスクが増大し、災害関連死にも直結する。また、公衆衛生の悪化は、感染症の蔓延な

ど二次災害を引き起こす可能性が高くなる。 

よって、トイレ対策をすること、トイレのあり方を考えることは、避難者の健康面だけでなく、

公衆衛生の保持にもつながるため、災害時のトイレ環境を整備する必要がある。 

 

 

 

目標 11 住み続けられるまちづくりを 

ターゲット 11.ｂ 2020 年までに包含、資源効率、気候変動の緩和と適応、災害に対する強靱さ

（レジリエンス）を目指す総合的政策及び計画を導入、実施した都市及び人間居住地の件数を大

幅に増加させ、仙台防災枠組 2015-2030 に沿って、あらゆるレベルでの総合的な災害リスク管理

の策定と実施を行う。 

 

日本は、他国と比べて自然災害のリスクが高いため、災害のリスクを知ることは、自分の命を守

ることのほか、地域を守ることにもつながる。 

高齢者やしょうがいしゃなども含めたすべての住民が安全なまちに住み続けられるようにする

こと、防災教育や訓練を実施し、自助、共助の意識、防災意識の啓発、醸成に努め、災害に強い

まちづくりを目指す。 
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目標 13 気候変動に具体的な対策を 

ターゲット 13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエン

ス）及び適応の能力を強化する。 

 

気候変動により災害が甚大化、頻発しているところである。 

災害が発生した場合でも気候変動リスクを踏まえ、被害を最小限に抑えるよう取り組んでいくこ

とが重要である。 

 

 

 

 

目標 17 パートナーシップで目標を達成しよう 

ターゲット 17.17 さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的な公的、

官民、市民社会のパートナーシップを奨励、推進する。 

 

防災については、１人で解決できるものではない。 

市民、自治会や自主防災組織、市民グループ、NPO、事業者など様々な地域の構成員がそれぞれ

連携し、日頃から、訓練に参加するなど地域の結びつきを深めることが重要である。 
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第２章 防災機関の業務大綱 

 

災害に対応するために、各機関が実施すべき役割はおおむね次のとおりとする。 

 

 第１節 市                              
 

機関の名称 業務又は業務の大綱 

国立市 

１ 安全で安心なまちづくりの実現に関すること。 

２ 国立市防災会議に関すること。 

３ 防災に係る組織及び施設に関すること。 

４ 災害情報の収集及び伝達に関すること。 

５ 緊急輸送の確保に関すること。 

６ 避難の指示等及び誘導に関すること。 

７ 消防及び水防に関すること。 

８ 医療、防疫及び保健衛生に関すること。 

９ 外出者の支援に関すること。 

10 応急給水に関すること。 

11 救援物資の備蓄及び調達に関すること。 

12 被災した児童及び生徒の応急教育に関すること。 

13 ボランティアの支援及び過去の災害から得られた教訓を伝承する活動の支

援に関すること。 

14 公共施設の応急復旧に関すること。 

15 災害復興に関すること。 

16 防災に係る知識及び技術の普及啓発に関すること。 

17 自主防災組織の育成に関すること。 

18 事業所防災に関すること。 

19 防災教育及び防災訓練に関すること。 

20 その他災害の発生及び拡大の防止のための措置に関すること。 

 

■自主防災組織と市民防災組織とは 

 市民防災組織とは、町会・自治会をはじめ、NPO 法人、マンション管理組合、商店会、地域

のサークル等の防災対策に取り組んでいる市民組織を広くとらえている。一方、自主防災組織と

は、防災対策に取り組んでいる市民組織のうち、市が「国立市自主防災組織育成要綱」に基づき

認定した組織をいう。 
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 第２節 東京都関係機関                        
 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

警視庁 

１ 被害実態の把握及び各種情報の収集に関すること。 

２ 被災者の救出及び避難誘導に関すること。 

３ 行方不明者の捜索及び調査に関すること。 

４ 遺体の見分（検視）に関すること。 

５ 交通規制に関すること。 

６ 緊急通行車両確認標章の交付に関すること。 

７ 公共の安全と秩序の維持に関すること。 

東京消防庁 

１ 水火災及びその他災害の救助及び救助に関すること。 

２ 水火災及びその他災害の予防、警戒及び防御に関すること。 

３ 人命の救助及び救急に関すること。 

４ 危険物施設及び火気使用設備器具等の安全化のための規制指導に関

すること。 

５ 市民の防災意識の普及及び防災行動力の向上並びに事務所の自主防

災体制の指導育成に関すること。 

６ 応急救護知識技術の普及及び自主救護能力の向上に関すること。 

東京都北多摩北部 

建設事務所 

１ 河川の保全に関すること。 

２ 道路及び橋りょうの保全に関すること。 

３ 市が行う水防活動の支援に関すること。 

４ 河川及び道路等における障害物の除去に関すること。 

多摩立川保健所 
１ 保健衛生に関すること。 

２ 医療に関する情報提供、連絡調整に関すること。 

東京都下水道局流域

下水道本部 

１ 下水道施設の点検、整備及び復旧に関すること。 

２ 仮設トイレ等のし尿の受入、処理に関すること。 

東京都水道局多摩水

道改革推進本部 

１ 水道施設の点検、整備及び復旧に関すること。 

２ 応急給水に関すること。 

 

 

 第３節 指定地方行政機関                       
 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

関東総合通信局 

１ 非常通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の運営に関すること。 

２ 災害時テレコム支援チーム（MIC-TEAM）による災害対応支援に関

すること。 

３ 災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車等の貸出しに関

すること。 

４ 非常災害時における重要通信の疎通を確保するため、無線局の開局、
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周波数等の指定変更及び無線設備の設置場所等の変更を口頭等によ

り許認可を行う特例措置（臨機の措置）の実施に関すること。 

５ 電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報提供に関するこ

と。 

関東財務局 

１ 地方公共団体に対する資金の融資のあっせん及び金融機関の業務の

監督（災害時における緊急措置等を含む。）に関すること。 

２ 国有普通財産の管理及び処分に関すること及び行政財産の総合調整

に関すること。 

関東信越厚生局 
１ 被害情報の収集及び伝達に関すること。 

２ 関係機関との連絡調整に関すること。 

東京労働局 
１ 産業安全（鉱山保安関係を除く。）に関すること。 

２ 雇用対策に関すること。 

関東農政局 

１ 農業関係、卸売市場及び食品産業事業者等の被害状況の把握に関する

こと。 

２ 応急用食料・物資の支援に関すること。 

３ 食品の需給・価格動向の調査に関すること。 

４ 飲食料品、油脂、農畜産物等の安定供給対策に関すること。 

５ 飼料、種子等の安定供給対策に関すること。 

６ 病害虫防除及び家畜衛生対策に関すること。 

７ 営農技術指導及び家畜の移動に関すること。 

８ 被害農業者及び消費者の相談窓口に関すること。 

９ 農地・農業用施設及び公共土木施設の災害復旧に関すること。 

10 被害農業者に対する金融対策に関すること。 

関東経済産業局 

１ 生活必需品、復旧資材等防災関係物資の円滑な供給の確保に関するこ

と。 

２ 商工鉱業事業者の業務の正常な運営の確保に関すること。 

３ 被災中小企業の振興に関すること。 

関東東北産業保安監

督部 

１ 火薬類、高圧ガス、液化石油ガス、電気、ガス等危険物等の保安の確

保に関すること。 

関東地方整備局 

１ 防災上必要な教育及び訓練に関すること。 

２ 通信施設等の整備に関すること。 

３ 公共施設等の整備に関すること。 

４ 災害危険区域等の関係機関への通知に関すること。 

５ 官庁施設の災害予防措置に関すること。 

６ 豪雪害の予防に関すること。 

７ 災害に関する情報の収集及び予警報の伝達・災害対策の指導、協力に

関すること。 

８ 水防活動、土砂災害防止活動及び避難誘導等に関すること。 

９ 建設機械の現況及び技術者の現況の把握に関すること。 



第１部 総 則 

第２章 防災機関の業務大綱 

- 8 - 

10 緊急輸送に必要な船舶の情報に関すること。 

11 災害時における復旧資材の確保に関すること。 

12 災害発生が予測されるとき又は災害時における災害応急対策及び復

旧対策に関すること。 

関東運輸局 

１ 鉄道及び軌道の安全保安並びにこれらの施設及び車両の安全保安に

関すること。 

２ 災害時における輸送用車両のあっせんに関すること。 

東京航空局 

（東京空港事務所） 

１ 災害時における航空機による輸送に関し、安全を確保するための必要

な措置に関すること。 

２ 指定地域上空の飛行規制とその周知徹底に関すること。 

関東地方測量部 

１ 災害時等における地理空間情報の整備・提供に関すること。 

２ 復旧・復興のための公共測量に関する指導・助言に関すること。 

３ 地殻変動の監視に関すること。 

東京管区気象台 

１ 気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の収集及び発表に関

すること。 

２ 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る）

及び水象の予報並びに警報等の防災気象情報の発表、伝達及び解説に

関すること。 

３ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に関すること。 

４ 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言に関するこ

と。 

５ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に関すること。 

関東地方環境事務所 

１ 有害物質等の発生等による汚染状況の情報収集及び提供に関するこ

と。 

２ 廃棄物処理施設等の被害状況、災害廃棄物の発生量等の情報収集に関

すること。 

３ 行政機関等との連絡調整、被災状況・動物救護活動の状況等に関する

情報収集、提供等に関すること。 

４ 放射性物質による汚染状況の情報収集及び提供並びに汚染等の除去

への支援に関すること。 

北関東防衛局 
１ 災害時における所管財産の使用に関する連絡調整に関すること。 

２ 災害時における自衛隊及び在日米軍との連絡調整に関すること。 
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 第４節 自衛隊                           
 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

陸上自衛隊 

（第１師団） 

航空自衛隊 

（作戦システム運用

隊本部） 

１ 災害派遣の計画及び準備に関すること。 

（１）防災関係資料の基礎調査 

（２）災害派遣計画の作成 

（３）東京都地域防災計画に整合した防災に関する訓練の実施 

２ 災害派遣の実施に関すること。 

（１）人命又は財産の保護のために緊急に行う必要のある応急救援又

は応急復旧 

（２）災害救助のため防衛省の管理に属する物品の無償貸付及び譲与 

 

 

 第５節 指定公共機関                         
 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

国立病院機構 
１ 国立病院機構の医療の提供に関すること。 

２ 災害医療業務の実施に関する連絡統制に関すること。 

日本赤十字社 

東京都支部 

１ 災害時における医療救護班の編成及び医療救護等（助産・死体の処理

を含む。）の実施に関すること。 

２ 災害時における避難所等での救護所開設及び運営に関すること。 

３ こころのケア活動に関すること。 

４ 赤十字ボランティアの活動に関すること。 

５ 輸血用血液製剤の確保及び供給に関すること。 

６ 義援金の受付及び配分に関すること（原則として義援物資については

受け付けない。）。 

７ 赤十字エイドステーション（帰宅困難者支援所）の設置・運営に関す

ること。 

８ 災害救援物資の支給に関すること。 

９ 日赤医療施設等の保全及び運営に関すること。 

10 外国人の安否調査に関すること。 

11 遺体の検案協力に関すること。 

12 災害救護に関する訓練の実施に関すること。 

日本放送協会 

１ 報道番組（気象予警報及び被害状況等を含む。）に関すること。 

２ 広報（避難所等への受信機の貸与等を含む。）に関すること。 

３ 放送施設の保全に関すること。 

JR 東日本 

１ 鉄道施設等の工事計画及びこれらの施設等の保全に関すること。 

２ 災害時における鉄道車両等による救助物資及び避難者輸送の協力に

関すること。 
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３ 利用者の避難誘導、駅の混乱防止に関すること。 

JR 貨物 １ 災害時における鉄道車両等による救助物資輸送の協力に関すること。 

NTT 東日本 

１ 電気通信設備の建設、及び保全に関すること。 

２ 重要通信の確保に関すること。 

３ 気象予警報の伝達に関すること。 

４ 通信ネットワークの信頼性向上に関すること。 

５ 災害時の電気通信設備の復旧に関すること。 

日本郵便 

１ 郵便物送達の確保、窓口業務の維持及びこれら施設等の保全に関する

こと。 

２ 災害時における郵便業務に係る災害特別事務取扱に関すること。 

（１）被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

（２）被災者が差し出す郵便物の料金免除 

（３）被災地宛救助用郵便物の料金免除 

（４）被災者援助団体に対するお年玉付郵便葉書等寄附金の配分 

東京ガスグループ 
１ ガス工作物の建設及びそれらの維持管理に関すること。 

２ ガスの供給に関すること。 

日本通運 

福山通運 

佐川急便 

ヤマト運輸 

西濃運輸 

１ 災害時における貨物自動車（トラック）等による救助物資等の輸送に

関すること。 

東京電力グループ 
１ 電力施設等の建設及び安全保安に関すること。 

２ 電力需給に関すること。 

KDDI 

１ 重要通信の確保に関すること。 

２ 災害時における電気通信の疎通の確保と被災通信設備等の復旧に関

すること。 

NTT ドコモ 

１ 重要通信の確保に関すること。 

２ 災害時における電気通信の疎通の確保と被災通信設備等の復旧に関

すること。 

NTT コミュニケー

ションズ 

１ 国内・国際電話等の通信の確保に関すること。 

２ 災害時における通信の疎通確保と通信設備の復旧に関すること。 

ソフトバンク 
１ 重要通信の確保に関すること。 

２ 災害時における通信の疎通確保と通信設備の復旧に関すること。 

楽天モバイル 
１ 重要通信の確保に関すること。 

２ 災害時における通信の疎通確保と通信設備の復旧に関すること。 
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 第６節 指定地方公共機関                       
 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

都トラック協会 
１ 災害時における貨物自動車（トラック）による救助物資及び避難者等

の輸送の協力に関すること。 

都医師会 

１ 医療に関すること。 

２ 防疫の協力に関すること。 

３ 遺体の検案の協力に関すること。 

都歯科医師会 １ 歯科医療活動に関すること。 

都薬剤師会 １ 医薬品の調剤、服薬指導及び医薬品の管理に関すること。 

東京都立病院機構 １ 所管する病院の医療救護活動に関すること 

献血供給事業団 １ 血液製剤の供給に関すること。 

都獣医師会 １ 動物の医療保護活動に関すること。 

TBS ラジオ 

文化放送 

ニッポン放送 

ラジオ日本 

エフエム東京 

J -WAVE 

日経ラジオ社 

interfm 

日本テレビ 

TBS テレビ 

フジテレビジョン 

テレビ朝日 

テレビ東京 

TOKYO MX 

１ 災害時における広報活動及び被害状況等の速報に関すること。 

２ 放送施設の保全に関すること。 

東京バス協会 １ バスによる輸送の確保に関すること。 

東京ハイヤー・ 

タクシー協会 

１ タクシー、ハイヤーによる輸送の確保に関すること。 

２ 発災時の災害情報の収集・伝達に関すること。 

都個人タクシー協会 １ タクシーによる輸送の確保に関すること。 

日本エレベーター 

協会関東支部 

１ 震災時のエレベーターに閉じ込められた人の迅速な救出（危険の伴わ

ないものに限る。）に関すること。 

２ エレベーターの早期復旧に関すること。 
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第３章 市・市民・事業者の基本的役割 

 

 第１節 取り組みの基本姿勢                      
 

○災害から市民の生命と財産を守るためには、日頃から市、市民、事業所等がそれぞれの立場で

防災対策に取り組むとともに、必要に応じて相互に連携して防災課題に対処することが必要で

ある。 

○本市は、住宅を中心とし、学校（園）、農地、店舗・事業所等からなる土地利用を形成してい

る。このため、市を構成する市民、事業所、団体等が自ら及び連携することにより、災害を未

然に防止し、災害の拡大を最小限に抑える減災効果を生み出すことが可能と思われる。 

○市は、防災対策の推進にあたって、市民、事業所等と協働して取り組むことにより、市民の生

命と財産を確保し、都市機能を確保しなければならない。 

 

 

 第２節 基本的な役割                         
 

１．市の役割 

○市は、災害対策のあらゆる施策を通じて、市民の生命・身体及び財産を保護し、その安全を

確保するとともに、被災後の市民生活の再建と復興を図るため、最大限の努力を行う。 

○市は、普段から防災対策に関する事業の推進に努めるとともに、救出・救護並びに避難を円

滑に実施するために、必要な体制の確立及び資機材の整備に努める。 

○市は、災害により重大な被害を受け、速やかに住宅、くらし、産業等について計画的な復興

を図る必要があると認められる場合は、災害復興本部を設置し体制を整備する。 

 

２．市民の役割 

○市民は、普段から自らの安全の確保に努めるとともに、相互に協力して自ら居住する地域の

安全確保に努める。 

○市民は、生活必需品（食料、水、トイレ等のほか、各自で必要となる、眼鏡、コンタクトレ

ンズ、薬、入れ歯等を含む。）の備蓄を行うよう努める。また、消費期限のある食料等は消

費しながら不足分を補充するなどして備蓄に工夫を行う。 

○市民は、次に掲げる事項について自ら又は地域で協働して災害に備える手段を講じるよう努

める。 
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○家屋・工作物の耐震化、耐火化、耐風水化等の確保 

 ○家具類の転倒、落下、移動防止 

 ○火気の安全管理、出火防止、初期消火用具の準備 

 ○飲料水及び食料、在宅避難のための生活必需品等の確保 

 ○避難所への経路、避難方法についての確認 

 ○災害時における市民相互の助け合い及び要配慮者への支援 

 ○避難所運営マニュアルに基づく訓練の実施 

○自主防災組織等市民防災組織の形成 

 ○防災訓練等への参加による知識や技術の習得 

 ○マイ・タイムラインの作成 

 

○市民は、地域の防災対策を推進するために、普段から自主防災組織の結成に努めるとともに、

災害時には市民相互の助け合い及び高齢者、しょうがいしゃ、妊婦、外国人等の要配慮者へ

の支援に努める。 

○市民は、災害後の生活再建や都市の復興を図るため、地域社会を支える一員として、災害後

は相互に協力し、事業者、ボランティア及び市、その他の行政機関との協働により自らの生

活再建及び地域の復興に努める。 

○市民は、市、その他の行政機関が実施する災害対策事業に協力するとともに、自発的に防災

対策活動を実践するよう努める。 

 

■要配慮者と避難行動要支援者とは 

 平成 25（2013）年６月に改正された災対法第８条第２項第 15号では、今まで災害時要援護者

と呼ばれていたものに定義づけを行い、「要配慮者」と称することとなった。また、「要配慮者」

のうち、災害時に自ら避難することが困難で迅速な避難に支援を要するものを「避難行動要支援

者」と定義づけた。これに伴い、国立市では法の定義を補い、次のように定義する。 

「要配慮者」・・発災前の備え、災害時の避難行動、避難後の生活などの各段階において特に配

慮を要する者。具体的には、高齢者、しょうがいしゃ、外国人、難病患者、乳

幼児、妊産婦等を想定。 

「避難行動要支援者」・・要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場

合に自ら避難することが困難な者であって、円滑かつ迅速な避難の確

保を図るため特に支援を要する者。避難行動要支援者名簿に登載され

る対象者となる。 

 

３．事業者の役割 

○事業者は、市やその他の行政機関が実施する震災対策及び市民が協働して実施する地域の防

災対策に協力するとともに、事業活動にあたっては、社会的責任を自覚し、災害の防止に努

めるとともに、被災後の市民生活の再建、地域の復興を図るため、最大限の努力を行わなけ

ればならない。 

○事業者は、日常の事業活動において災害を防止するため、自ら管理する施設をはじめ、従業
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員、買い物客等及び事業所周辺地域について、その安全の確保に努めなければならない。 

○事業者は、その管理する事業所の周辺地域における災害を最小限にとどめるため、周辺地域

における防災対策活動の実施、地域住民等との連携及び協力に努めなければならない。 

○事業者は、東京都災害対策条例に基づき市の総合防災計画を踏まえて事業所単位の防災計画

を作成しなければならない。 

○災害応急対策等に関する事業者は、災害時に必要な事業活動の継続に努めなければならない。 

 

４．地区防災計画の作成 

○一定の地区内の居住者及び当該地区に事業所を有する事業者（以下「地区居住者等」という）

は、共同して、市防災会議に総合防災計画に地区防災計画を定めることを提案できる。この

場合、地区居住者等は地区防災計画の素案を添えなければならない。この提案を受けたとき

は、市防災会議は、地区防災計画を定める必要があるか判断し、その必要があると認めると

きは、総合防災計画に地区防災計画を定める。 

○地区防災計画は、地区居住者等が中心となり、住民参加による検討を踏まえて、自分たちの

使いやすい計画を作成する。 

 

■地区防災計画とは 

 地区居住者等が共同して行う防災訓練、地区居住者等による防災活動に必要な物資及び資材

の備蓄、災害が発生した場合における地区居住者等の相互の支援その他の当該地区における防

災活動に関する計画を地区防災計画という。 
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第４章 市の概況 

 

 第１節 自然的条件                          
 

１．位置及び地勢 

国立市は、都心から西 26 kmにあり、東京都の中央部に位置し、東は府中市、西は立川市、北

は国分寺市、南は多摩川を境に日野市と接する。 

土地は、地形上、北部の立川段丘から、南に向かって青柳段丘、多摩川沖積地の３つに分けら

れる。 

 

【 国立市の位置 】 

 

 

 

市の面積 
8.15ｋ㎡ 

（東西 2.3ｋｍ、南北 3.7ｋｍ） 

市役所の位置 

（緯度経度） 

東経 139 度 27 分 

北緯 35 度 41 分 

市役所の標高 74ｍ 
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２．地形、地質 

 市の地質は、大きく分けて立川段丘と青柳段丘の２種類の台地と多摩川により形成された沖積

地からなる地形構造を有している。 

 市の北部及び北東部の国分寺崖線下から南武線沿いに東西に伸びる立川段丘崖までの立川段

丘が市の面積の約６割を占め、甲州街道を含む南武線以南の青柳段丘崖までの青柳段丘が市の面

積の約２割を占めている。また、この青柳段丘崖の南から中央自動車道を経て多摩川までが沖積

地となっており、市の面積の約２割を占めている。 

一方、市の西部の矢川緑地付近から流域下水道処理場広場を経て多摩川に至る南東方向には立

川断層帯がある。過去の調査等では、「断層が極めて近い将来に動く可能性は小さいと考えられ

る。」とされていたが、平成 23（2011）年の東日本大震災以降には、地震発生の可能性が高まる

おそれがあるとの見解もあり、調査が継続している。 

また、市の南部の青柳崖線沿いには、土砂災害警戒区域（急傾斜地崩壊危険箇所）が存在し、

南市境には多摩川が流れている。 
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出典：国立市都市計画マスタープラン第２次改訂版 
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３．気象 

市の気候は、温暖な気候で夏は高温多湿、冬は寒冷少雨となっている。 

 過去 19年間のデータによると、天候は一年を通じて降雨日が 107.8日で、気温は平均で 15.5℃

となっており、過去 19年間での最高気温は 38.8℃、最低気温は－8.4℃となっている。また、過

去 19 年間の降雨量の平均 1466.0 ㎜で過去 19 年間での一日の最大雨量は平成 31（2019）年の

290.0 ㎜、一時間当たりでは、平成 20（2008）年の 67.5㎜となっている。 

 

年 

天候 気温(℃) 降雨量(mm) 

晴・曇日数 降雨日数 最高 最低 日平均 総量 日最大 時間最大 

平成 14 年 251 114 36.5  -4.1  15.4  1,612.0 143.0  60.5  

平成 15 年 237 129 35.5  -6.4  14.9  1,518.5 118.5  37.0  

平成 16 年 258 107 37.6  -2.8  16.2  1,763.5 188.0  31.5  

平成 17 年 265 100 36.7  -5.3  15.1  1,359.0 124.5  19.0  

平成 18 年 250 115 36.9  -6.0  15.4  1,640.5 148.0  34.0  

平成 19 年 268 98 38.2  -3.0  15.8  1,253.0 81.0 35.5 

平成 20 年 255 110 37.4  -5.5  15.4  1,897.5 122.5 67.5 

平成 21 年 260 105 34.6  -5.8  15.6  1,238.0 112.0 41.0 

平成 22 年 257 108 37.2  -5.2  15.8  1,401.5 96.5 36.0 

平成 23 年 250 116 37.2  -6.8  15.3  1,339.5 150.0 21.5 

１0 年間平均 

（Ｈ14～Ｈ23） 
255.1 110.2 36.8  -5.1  15.5 1,502.3 128.4 38.4 

平成 24 年 260 105 36.2 -5.5 14.9 1290.0 96.0 38.5 

平成 25 年 268 97 38.0 -5.6 15.6 1346.0 103.0 30.0 

平成 26 年 259 106 35.8 -5.0 15.1 1570.0 167.0 44.0 

平成 27 年 251 115 37.6 -5.0 15.7 1562.5 110.0 42.0 

平成 28 年 252 113 38.0 -6.1 15.8 1263.5 140.0 42.5 

平成 29 年 265 100 37.6 -6.5 15.2 1537.5 156.5 44.5 

平成 30 年 271 94 38.8 -8.4 16.2 1183.5 73.5 31.5 

平成 31 年 250 116 36.6 -4.9 15.8 1718.0 290.5 37.0 

令和 2 年 265 100 38.1 -4.5 15.9 1360.0 84.0 47.0 

9 年間平均 

（Ｈ24～R2） 260.1 105.1 37.4 -5.7 15.6 1425.7 135.6 39.7 

19 年間平均 

（Ｈ14～R2） 257.5 107.8 37.1 -5.4 15.5 1466.0 131.8 39.0 

資料：天候・降雨量については「東京都下水道事業年報」東京都下水道局 北多摩二号水再生センターのデータ 

気温については気象庁ＨＰ発表によるデータ 
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 第２節 社会的条件                          
 

１．人口と世帯 

市の人口は、大正末期には３千人弱であったが、その後、昭和 30（1955）年には２万人、昭和

41（1966）年には、富士見台地域の公団住宅建設の影響等により、急激に増加して５万人を超え

た。しかし、昭和 46（1971）年に６万人を超えた後は、緩やかな上昇に留まり、平成 12（2000）

年に７万人を超えるまで 29 年を要した。その後は、平成 16（2004）年に７万２千人、平成 25

（2013）年は７万４千人台、平成 29（2017）年には７万５千人台を超えた。世帯数もほぼ同様に

推移し、昭和 46（1971）年に２万世帯を超えた後、平成 10（1998）年に３万世帯を超えるまで

に 27 年を要している。その後、平成 25（2013）年には３万５千世帯余り、令和２（2020）年に

は３万８千世帯余りとなっている。一方、外国人住民人口は、平成８（1996）年に１千人を超え

て以降、平成 21（2009）年まで微増傾向であったが、その後は僅かながら減少に転じていたもの

の現在は増加傾向である。 

 

 
資料:市民課データ 

※外国人住民人口は、外国人登録制度の廃止に伴い、平成 24（2012）年７月までは外国人登録者数、平成 24

（2012）年８月からは住民基本台帳上の人口による。 
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【 国籍別外国人住民人口の推移 】 

 

 

２．昼夜間人口の推移 

夜間人口を 100 とした場合の昼間人口を表す昼間人口指数は、平成７（1995）年に 98 であっ

た。昼間、流入する人に比べ、流出する人が僅かではあるが多くなっていることを示している。

この傾向は、平成 27（2015）年においても同様な指数を示している。また、流入者のうち通学者

が約４割を占め、文教都市に相応しく 15 歳未満の流出者 444 人に対して流入者が 1,568 人とな

っている。 

 

【 昼間人口の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各年1月1日

年次 総数 韓国・朝鮮 中国 アメリカ カナダ ドイツ オーストラリア イギリス フィリピン ネパール ベトナム その他

平成20年 1,430 381 518 67 14 22 16 25 76 27 25 259

21 1,511 385 567 69 14 25 13 23 79 46 24 266

22 1,448 393 526 66 10 28 11 21 75 57 14 247

23 1,477 407 544 66 13 21 6 14 80 53 17 256

24 1,411 413 504 60 12 15 7 14 75 56 19 236

25 1,286 372 460 44 10 14 9 13 74 62 19 209

26 1,271 347 494 52 10 11 7 13 69 46 24 198

27 1,314 331 537 50 9 11 5 12 69 54 31 205

28 1,399 342 560 60 9 11 8 14 72 63 53 207

29 1,509 344 544 65 8 10 9 16 77 88 67 281

30 1,584 343 565 59 6 9 7 16 90 95 67 327

31 1,706 368 634 65 4 13 8 16 71 85 99 343

令和2年 1,839 381 730 68 5 11 9 13 75 81 125 341

令和3年 1,761 344 686 71 4 11 5 11 81 88 141 319

資料：市民課
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【 年齢別昼間人口 】 

 

 

３．交通 

（１）道路 

市内を通る主要幹線道路は、中央自動車道、国道 20号 (日野バイパス)、都道である主要地

方道 20号（府中相模原線）、主要地方道 43号 (立川東大和線)、一般都道 145号 (旭通り、富

士見通りの一部)、一般都道 146号 (大学通り)、一般都道 256号 (甲州街道)がある。 

 

（２）鉄道 

国立市内には、北部を東西方向に JR 中央線及び中央部を西北西方向に JR 南武線が通って

いる。 

駅別の１日の乗車人数は、国立駅が 38,513 人、谷保駅が 7,983 人、矢川駅が 6,807 人（令

和２年 JR 東日本八王子支社）となっている。 

 

４．産業経済 

（１）商業 

市内には 30の商店会及び組合があり、国立駅周辺の商店街や谷保駅・矢川駅周辺の商店街、

住宅地内の商店街を形成している。商業統計調査報告によると事業所数が平成 19（2007）年の

629 事業所から平成 26（2014）年には 448 事業所に減少している。特に、小売業については、

減少が目立ち、164事業所も減少している。 
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【 事業所、従業者数及び年間販売額 】 

 

 

（２）工業 

工業統計調査報告によれば、市内の工場数は平成 12（2000）年に 42事業所であったが、平

成 31（2019）年には 18事業所にまで減少している。同様に、従業者数も平成 12（2000）年に

は 572人であったが、平成 31（2019）年には 357人と、215人の減少となっている。 

 

【 工場数、従業者数及び製造品出荷額等（従業員４人以上の事業所） 】 

 

各年12月31日　単位：人,百万円

従業者１人当たり

従業者数 出荷額 出荷額

平成12年 42 572 13,750 14 327 24

13 34 517 8,251 15 243 16

14 32 383 6,317 12 197 16

15 35 445 7,156 13 204 16

16 31 448 5,904 14 190 13

17 28 405 5,206 14 186 13

18 25 349 4,545 14 182 13

19 29 466 6,800 16 234 15

20 30 438 5,419 15 181 12

21 29 412 4,361 14 150 11

22 26 375 3,762 14 145 10

23 23 347 5,937 15 258 17

24 25 285 3,465 11 139 12

25 24 348 3,729 15 155 11

26 22 350 3,897 16 177 11

27 21 298 4,221 14 201 14

28 21 296 4,097 14 195 14

29 22 388 4,796 18 218 12

30 18 357 4,050 20 225 11

令和元年 19 353 3,805 19 200 11

資料：東京都総務局統計部「工業統計調査報告」

注：平成２３年は平成２４年経済センサス－活動調査（平成２４年２月１日現在）の相当値。

注：平成２７年は平成２８年経済センサス－活動調査（平成２８年６月１日現在）の相当値。

注：平成２８・２９・３０年は６月１日現在。

年 工場数 従業者数 製造品出荷額等
1事業所当たり
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（３）農業 

市内の農業は、都市近郊型農業で水稲、野菜、果樹、植木などの作付けを行っている。令和

２（2020）年の経営耕地面積は約 31ha で、農家は副業農家を含め 50戸となっている。経営耕

地面積は昭和 62（1987）年と比較して３分の１程度、農家数は平成２（1990）年と比較して４

分の１程度に減少している。減少の主な原因は、近年の急速な都市化の進展や農業従事者の高

齢化などによる後継者不足等があげられる。 

 

５．土地利用 

市内の土地利用の推移は、宅地がほぼ横ばい、田、畑が減少傾向、山林、その他が増加傾向に

ある。中でも、田、畑の面積の減少傾向が顕著となっており、田については平成 16（2004）年に

約 20ha あった面積が平成 31（2019）年には約 10ha まで減少し、畑については平成 16（2004）

年に約 56haあった面積が平成 31（2019）年には約 42haまで減少している。 

 

【 地目別土地（面積）の推移 】 

 

 

６．ごみ収集 

市内のごみ収集状況は、再資源化の取り組みにより、可燃ごみ、不燃ごみ、その他、全ての項

目で長期的に減少傾向にあり、令和元（2019）年の総数は、収集人口が増加したにもかかわらず、

平成 21（2009）年と比較し、1,673ｔの減少となっている。また、１日当たりの収集量も、平成

21（2009）年の 58ｔから令和元（2019）年には 54ｔまで減少している。 

平成 29（2017）年９月から家庭ごみ有料化が実施され、収集の総数が減少している。 
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【 ごみ収集状況 】 
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第５章 災害・危機の想定 

 

 第１節 地震災害                           
  

１．地震災害履歴 

 市の記録に残る過去の地震災害で最も大きなものは、大正 12（1923）年９月１日午前 11時 58

分に発生した関東大震災である。震源は相模湾北西部地下 28 キロで、震度６、マグニチュード

7.9であった。地震の揺れは、激しい上下動につづく水平動で、立っていることもできなかった。

東京市内では、地震と同時に発生した火災が９月３日未明までおさまらず、死者約６万人、行方

不明者１万千人、全焼家屋 31 万２千戸といわれる大被害だった。谷保村の場合は、幸いにして

死者もなく火災もなかったが、家が何軒かつぶれ、土蔵の土壁があちこちで崩れ落ちた。（「国立

市史」より） 

 「国立市史別巻」によると「関東大震災で土蔵、民家などに被害がでる。住宅倒壊６戸。」と記

録されている。 

 

２．東京都防災会議による被害想定 

 東京都防災会議は、客観的なデータや最新の科学的知見に基づき被害想定の見直しを行い、令

和４（2022）年５月に「首都直下地震等による東京の被害想定」（以下「新被害想定」という。）

を公表した。この計画では、国立市で被害が大きいと想定される「立川断層帯地震」、「多摩東部

直下地震」の前提条件等を示す。 

 

（１）想定地震 

地震名 規模 概要 

立川断層帯地震 M7.4 多摩地域に大きな影響を及ぼす恐れがある。 

多摩東部直下地震 M7.3 多摩地域に大きな影響を及ぼす恐れのある断層帯地震。 

 

（２）想定するシーン 

冬・早朝５時 

・多くの人々が自宅で就寝中に被災するため、家屋倒壊による死者が発

生する危険性が高い。 

・オフィスや繁華街の屋内外滞留者や、鉄道・道路利用者は少ない。 

冬・昼 12 時 

・オフィス、繁華街、映画館、テーマパーク等に多数の滞留者が集中し

ており、店舗等の倒壊、看板等の落下物等による被害の危険性が高い。 

・外出者が多い時間帯であり、帰宅困難者数も最多となる。 

・住宅内滞留者は１日の中で最も少なく、老朽木造家屋の倒壊による死

者数は朝夕と比較して少ない。 

冬・夕方 18 時 

・火気器具利用が最も多いと考えられる時間帯で、これらを原因とする

出火数が最も多くなる。 

・オフィスや繁華街周辺、ターミナル駅では、帰宅や飲食のため滞留者
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が多数存在する。 

・ビル倒壊や看板等の落下物等により被災する危険性が高い。 

・鉄道、道路はほぼラッシュ時に近い状況で人的被害や交通機能支障に

よる影響が大きい。 

 

３.国立市の被害想定 

地震被害は、発生する季節、時刻、気象条件が大きく影響する。そこで、市内の被害合計が最

大となる立川断層帯地震Ｍ7.4、冬の夕方 18時、風速８ｍ/秒を条件とした。 

市内の被害概要は次のとおりである。 

（１）地震動 

市内全域で震度６強となる。 

 

（２）建物被害 

   市全域で 476棟の全壊被害が想定されている。全壊率は 2.9％である。 

 

（３）火災による焼失被害 

   火災により 2,897 棟焼失することが想定されている（倒壊建物を含む）。焼失率は、棟数比

で 17.9％である。 

 

（４）人的被害 

   死者 75 人、負傷者 706 人が想定されている。人的被害は、家屋被害や火災のほか、家具の

転倒・落下、ブロック塀等の崩壊に伴うものが多いとされている。 

 

（５）避難者 

   避難者は、家屋やライフラインの被害及びエレベーターの停止等により発生し、最大 24,190

人発生することが想定されている。 

 

（６）帰宅困難者 

   帰宅困難者とは、地震直後に鉄道、バスなどの交通機関が途絶又は運行停止することによっ

て、自宅が遠距離に位置するため徒歩により帰宅することが困難な人をいう。最大 11,318 人

が想定されている。 

 

（７）がれき 

   がれきとは、震災により建物が全壊・焼失することにより発生する建物本体の残骸物をいう。

市内では、約 25万ｔのがれきが想定されている。 

なお、本市における令和元（2019）年度のごみ収集量は、約 1.9 万ｔ（資料：ごみ減量課）

となっている。 
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（８）ライフライン 

   ライフラインの被害率は次のとおり。 

ライフライン 被害率（％）*1 

電力 22.7 

通信 18.3 

ガス 0.0～100 

上水道 30.3 

下水道 4.3 

 

*1)被害率 

国立市を対象地域としている。 

 電力/停電率：火災及び電柱被害による停電軒数の電灯軒数に占める割合。 

（地中供給電灯軒数を含む） 

通信/不通率：火災及び電柱被害による不通回線数の需要家回線数に占める割合。 

 ガス/供給停止率：供給停止件数と需要家件数より求める。 

ブロック全域で 60 kine を超過し、確実に低圧ガスの供給停止を行う場合を

想定する。 

ブロック内のある程度の範囲で 60 kine を超え、さらに２次被害発生の危険

性がある場合、追加で供給を停止する可能性もある。 

    ※kine(カイン)：速度の単位で、cm/s のこと。 

 上水道/断水率：配水管被害率から過去の事例をもとに断水率を推計。 

 下水道/被害率：管きょ被害延長が管きょ総延長に占める割合。 
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 国立市の地震被害想定（立川断層帯地震による被害想定） 

カッコ内は前回（平成 24（2012）年）数値 
地震の種類  規模 立川断層帯 M7.4  

発災時刻 18 時 12 時 ５時 
発災時の風速（/秒） ８M ４M ８M ４M ８M ４M 

震度別面積
率（％） 

５強 0.0 （0.0） 
６弱 0.0 （0.0） 
６強 100.0 （99.9） 
７ 0.0 （0.1） 

原因別建物
全壊棟数
（棟） 

ゆれ 475 （1,113） 
液状化 0 （0） 
急傾斜地崩壊 6 （6） 
計 476 （1,119） 

原因別建物
半壊棟数
（棟） 

ゆれ 1,058 
液状化 4 
急傾斜地崩壊 1 
計 1,063 

火
災(

件
） 

出火件数 6 （8） 6 （8） 4 （4） 4 （4） 3 （2） 3 （2） 

焼失棟数(倒壊棟数含む） 2,897 
(3,143) 

2,389 
(3,122) 

1,556 
(1,176) 

1,255 
(1,169) 

853 
(345) 

676 
(343) 

焼失棟数（倒壊棟数含まな
い） 

2,810 
(2,834) 

2,317 
(2,815) 

1,509 
(1,061) 

1,217 
(1,054) 

827 
(311) 

655 
(309) 

人
的
被
害
（
人
） 

死

者

数 

ゆれ・建物被害 16 (43) 16 (43) 11 (38) 11 (38) 26 (67) 26 (67) 
急傾斜地崩壊 0 0 0 0 0 (1) 0 (1) 
火災 57 (60) 47 (60) 33 (25) 27 (24) 20 (9) 16 (9) 
ブロック塀等 1 (0) 1 (0) 1 (0) 1 (0) 0 (0) 0 (0) 
屋外落下物 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

計 75 (104) 65 (103) 47 (63) 40 (63) 49 (76) 44 (76) 
屋内収容物（参考値） 1 (2) 1 (2) 2 (2) 2 (2) 2 (3) 2 (3) 

負

傷

者

数 

ゆれ・建物被害 
415 

(727) 
415 (72

7) 
452 

 (752) 
452 

(752) 
513 

(998) 
513  

(998) 
急傾斜地崩壊 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (1) 0 (1) 

火災 215 
 (235) 

171 
 (234) 

106 
 (68) 

77 
 (67) 

42 
 (12) 

23 
 (12) 

ブロック塀等 40 (14) 40 (14) 19 (14) 19 (14) 1 (14) 1 (14) 
屋外落下物 0 (1) 0 (1) 0 (1) 0 (1) 0 (1) 0 (1) 

計 
706 

 (977) 
622 

 (976) 
615 

 (835) 
586 

(834) 
603 

(1,025) 
584 

(1,025) 
屋内収容物（参考値） 35 (36) 35 (36) 39 (38) 39 (38) 47 (51) 47 (51) 

避難者数(１日後）（人） 
24,290 

(42,407) 
22,000 

(42,297) 
18,406 

(32,055) 
17,105 

(32,014) 
15,372 

(27,677) 
14,608 

(27,666) 
帰宅困難者数（人）  11,318 (18,218) - (-) - (-) 
エレベーター閉じ込め台数（台） 22 (6) 22 (6) 20 (5) 20 (5) 19 (5) 19 (5) 
要配慮者死者数（人） 52 (57) 45 (57) 32 (32) 28 (32) 33 (33) 30 (32) 

自力脱出困難者数（人） 194 
 (559) 

194 
 (559) 

207 
 (561) 

207 
(561) 

247 
(788) 

247 
(788) 

がれき（万 t） 25 (35) 23 (35) 21 (31) 20 (31) 19 (29) 19 (29) 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン 

(

％
） 

電力停電率 22.7  
(32.5) 

19.9 
(32.5) 

15.1 
(32.5) 

13.5 
(32.5) 

11.1 
(32.5) 

10.2 
(32.5) 

通信不通率 
18.3 

(21.4) 
15.1 

(21.4) 
9.9 

(21.4) 
8.1 

(21.4) 
5.5 

(21.4) 
4.3 

(21.4) 
ガス供給停止率 100 (0～100) 
上水道断水率 30.3 (69.0) 
下水道管渠被害率 4.3 (19.3) 

■夜間人口＝77,130 人、昼間人口＝72,066 人 

■建物棟数＝16,220 棟、木造 11,830 棟、非木造 4,390 棟 

■急傾斜地崩壊危険個所＝2 箇所 
＊小数点以下の四捨五入により合わないことがある。 

＊交通被害については、算出しないため表に含めない。 

＊焼失した建物と倒壊した建物の棟数は、一部被害が重複するので、焼失した建物に倒壊した建物を含

む場合と含まない場合を示す。 
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 国立市の地震被害想定（多摩東部直下地震による被害想定） 

カッコ内は前回（平成 24（2012）年）数値 
地震の種類  規模 多摩東部直下 M7.3  

発災時刻 18 時 12 時 ５時 
発災時の風速（/秒） ８M ４M ８M ４M ８M ４M 

震度別面積
率（％） 

５強 0.0 (0.0) 
６弱 80.1 (24.3) 
６強 19.9 (75.7) 

原因別建物
全壊棟数
（棟） 

ゆれ 162 (370) 
液状化 0 (0) 
急傾斜地崩壊 1 (5) 

計 163 (375) 

原因別建物
半壊棟数
（棟） 

ゆれ 800 
液状化 4 

急傾斜地崩壊 1 
計 805 

火
災(

件
） 

出火件数 3 (6) 3 (6) 2 (3) 2 (3) 1 (1) 1 (1) 

焼失棟数(倒壊棟数含む） 388 
(1,623) 

288 
(1,612) 

232 
(431) 

171 
(428) 

173 
(157) 

128 
(156) 

焼失棟数（倒壊棟数含まな
い） 

383 
(1,570) 

284 
(1,559) 

229 
(417) 

169 
(414) 

170 
(152) 

126 
(151) 

人
的
被
害
（
人
） 

死

者

数 

ゆれ建物被害 5 (14) 5 (14) 3 (13) 3 (13) 9 (22) 9 (22) 
急傾斜地崩壊 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 
火災 8 (31) 6 (31) 5 (9) 4 (9) 4 (4) 3 (4) 
ブロック塀等 1 (0) 1 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 
屋外落下物 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 
計 14 (46) 12 (46) 10 (22) 8 (22) 14 (27) 13 (27) 
屋内収容物（参考値） 1 (1) 1 (1) 1 (1) 1 (1) 1 (2) 1 (2) 

負

傷

者

数 

ゆれ・物被害 183 
(356) 

183 
(356) 

184 
(357) 

184 
(357) 

245 
(502) 

245 
(502) 

急傾斜地崩壊 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (1) 0 (1) 
火災 11 (102) 9 (98) 7 (12) 6 (12) 6 (6) 4 (6) 
ブロック塀等 22 (9) 22 (9) 10 (9) 10 (9) 0 (9) 0 (9) 
落下物 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 
計 236 233 223 221 277 275 
屋内収容物（参考値） 19 (30) 19 (30) 21 (33) 21 (33) 25 (43) 25 (56) 

避難者数(１日後）（人） 9,238 
(25,703) 

8,792 
(25,636) 

8,544 
(18,903) 

8,270 
(18,885) 

8,275 
(17,341) 

8,075 
(17,335) 

帰宅困難者数（人）  11,318 (18,218) - (-) - (-) 
エレベーター閉じ込め台数（台） 14 (4) 14 (4) 14 (4) 14 (4) 14 (4) 14 (4) 
要配慮者死者数（人） 10 (25) 8 (25) 7 (11) 6 (11) 10 (12) 9 (12) 

自力脱出困難者数（人） 61 (184) 61 (184) 64 (184) 64 (184) 80 
(262) 80 (262) 

がれき（万 t） 9 (16) 8 (16) 8 (14) 8 (14) 8 (13) 8 (13) 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン 

(

％
） 

電力停電率 4.9 
 (15.6) 

4.3 
(15.6) 

4.0 
(15.6) 

3.6 
(15.6) 

3.6 
(15.6) 

3.4 
(15.6) 

通信不通率 2.5 
(11.5) 

1.8 
(11.5) 

1.5 
(11.5) 

1.1 
(11.5) 

1.2 
(11.5) 

1.0 
(11.5) 

ガス供給停止率 4.6 (87.4～100) 
上水道断水率 16.8 （47.4） 
下水道管渠被害率 2.4 (18.2) 

■夜間人口＝77,130 人、昼間人口=72,066 人 

■建物棟数＝16,220 棟、木造 11,830 棟、非木造 4,390 棟 

■急傾斜地崩壊危険個所＝2 箇所 
＊小数点以下の四捨五入により合わないことがある。 

＊交通被害については、算出しないため表に含めない。 

＊焼失した建物と倒壊した建物の棟数は、一部被害が重複するので、焼失した建物に倒壊した建物を

含む場合と含まない場合を示す。 
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 第２節 風水害                            
 

 風水害とは、豪雨等により生じる河川の氾濫や道路、建築物等の冠水、がけ崩れや土石流等の土

砂災害、強風等により生じる建物や土木構造物の倒壊・損傷、風倒木及び農作物被害などをいう。 

 近年の水害は、都市化の進行や地球規模での気候変動等により、従来の経験則では対応しきれな

い大型台風の襲来や集中豪雨の発生が観測されている。 

 市の地域の南に多摩川があり、洪水による被害の発生が予想されることから、災害情報の伝達や

避難誘導体制の確保など、風水害に対して組織的に対処するための基本的な仕組みを定めることと

する。 

 

１．水害の履歴 

 記憶に残る大きな災害のひとつとして、昭和 49（1974）年９月の台風 16号による集中豪雨が

あげられる。この集中豪雨では、多摩川の本堤防が 300ｍにわたって決壊し、これにより狛江市

の一部の地域が浸水して、流出家屋 18戸の大きな被害が発生した。 

 本市における過去の多摩川の氾濫は、特に大きな被害をもたらした承応二（1653）年及び万冶

二（1659）年の洪水、寛保二（1742）年の大満水、文政五～七（1822～24）年にかけての大水な

どがあった。承応二年の洪水のときは、青柳全村が流出し、そのために青柳・石田の両村が多摩

川の南岸から北岸に移転しなければならなかった。 

 寛保の満水のときは、140間（254.5ｍ）にわたって堤が押し破られたため、幕府から普請工事

を命ぜられ、そのための必要経費と人足賃米や諸雑費が幕府から支給された。このほか堤二か所、

水門上置二か所などの修復も幕府の費用による普請工事とされた。 

文政の大水は、嵐に伴うもので、府中用水の取水口である雨成下をおし崩し、川水が高い波を

たてて入り込み、ハケ下の田畑はすべて流されてしまうという状態だった。しかもその大水は、

翌々年まで続いたといわれている。（参考「くにたちの歴史」『くにたちの歴史』編さん委員会編

集 平成７年２月 20日発行） 

千葉県に大きな被害をもたらした令和元（2019）年に発生した台風第 15号（以下、「令和元年

房総半島台風」という。）は市内においても、暴風警報が発表され、倒木や住家の損壊などの被

害が発生した。 

同じく令和元（2019）年に発生した台風第 19 号（以下、「令和元年東日本台風」という。）に

おいては、大雨警報（土砂災害、浸水害）、洪水警報、暴風警報が発表された。市は多摩川の洪水

浸水想定区域内の世帯に「避難準備・高齢者等避難開始」を発令し、小学校や集会所を含む自主

避難所を７か所開設した。避難者は最も多い時間で 393人にのぼった。 

被害としては、住家の半壊、床下浸水がそれぞれ１件、雨漏りなどの損壊が４件発生し、河川

敷公園グラウンドが水没したり、くにたち市民芸術小ホール、市庁舎などが雨漏りするなど市施

設の被害も発生した。 
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２．風水害の被害想定 

（１）対象とする風水害 

市では、多摩川の洪水による越水被害や堤防決壊、集中豪雨による市内の浸水被害、大雨等

に伴う急傾斜地の崩壊等が予想される。 

 

  【 本計画で対象とする災害 】 

洪水災害 多摩川の洪水による越水被害、堤防決壊等の水害 

浸水災害 
台風、集中豪雨などによる市内住宅等への浸水被害 

矢川等の中小河川の氾濫による浸水被害 

土砂災害 大雨等に伴う急傾斜地の崩壊 

風害及び雪害 台風、竜巻等の強風による被害及び大雪による被害 

その他 その他の気象災害 

 

（２）国立市の多摩川洪水ハザードマップ 

市における多摩川浸水想定区域は、水防法第 14条に基づき、平成 14（2002）年２月に国土

交通省令で定めた多摩川浸水想定区域図により、青柳段丘崖以南の多摩川沖積地に指定された。 

平成 28（2016）年に更新された多摩川浸水想定区域図は、多摩川流域（石原地点上流域）に

２日間で 588㎜の大雨を想定しており、これを基に多摩川洪水ハザードマップを作成した。 

 

※ 資料 「洪水ハザードマップ」参照 

 

（３）国立市の内水ハザードマップ 

令和３（2021）年４月に国立市下水道課が公表した国立市内水浸水想定区域図を基に、内水

ハザードマップを作成した。 

 

※ 資料 「内水ハザードマップ」参照 
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 第３節 大規模事故等                         
 

 この計画で想定する「大規模事故」とは、航空機の墜落、列車及び大型車両等の衝突・横転等の

事故、大火災、爆発など大規模で市民生活に重大な被害を及ぼす事態をいう。 

 大規模事故災害の想定は、次のとおりとする。 

 

【 本計画で想定する大規模事故 】 

 

 

 第４節 健康危機等                          
 

近年、新型コロナウイルス感染症など、生命や健康及び生活環境を脅かす危機が相次いで発生し

ている。このような市民生活に重大な被害を生じさせる危機に対して、この計画で想定する「健康

危機」は、次の原因により生ずる市民の生命や健康の安全を脅かす事態をいう。 

 

【 本計画で想定する健康危機 】 

 

 

 

鉄道事故 

JR 中央線及び JR 南武線の列車による衝突・脱線・転覆・火災及びガ

ソリン等の危険物、有害化学物質等の積載貨物列車からの流出等によ

る事故災害 

航空機事故 定期旅客機、米軍・自衛隊機、民間機等の航空機の墜落等による災害 

道路・橋りょう事故 

中央自動車道や国道 20 号等の幹線道路における多重衝突などの大事

故、ガソリン等の危険物、有害化学物質等の積載車両からの流出等によ

る事故災害 

危険物等 
LP ガス等の高圧ガス、塩素ガス、放射性物質及び毒物、劇物等の漏洩

や爆発等による事故災害 

大規模火災 

市街地における大規模延焼火災、多数の者や要配慮者が利用する避難・

消火活動に制約がある大規模施設（ホテル、スーパー、高層マンション、

社会福祉施設等）の災害 

その他の災害 その他の大規模な事故災害 

健康危機 

食中毒、毒劇物、感染症、飲料水、医薬品その他何らかの原因によ

り生ずる市民の生命や健康の安全を脅かす事態が発生し、又は発生

するおそれがある場合 


